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ネパール 

 

地方都市上水施設改善計画 

 

外部評価者：アイ・シー・ネット株式会社 石橋 典子 

０．要旨 

本事業は、給水状況改善の緊急性が高い地方都市の 3 か所において、上水道施設の改善

により、安全な水の安定供給を受ける人口を増加させることを目的としたもので、ネパー

ルの開発政策と開発ニーズ、日本政府の援助政策とも合致し妥当性は高い。ほぼ計画通り

のアウトプットが達成されたものの、事業期間が延長されたことから、効率性は中程度で

ある。3 か所の浄水場の給水量、給水人口、水質は、計画をほぼ達成しており、また受益

者が給水サービスに満足していることから、安全な水の安定給水を受ける人口の増加とい

う本事業の目標は達成されたと評価され、有効性・インパクトは高い。ただし更なる事業

効果の拡大のため、一部に見られる給・配水管網拡張の遅れを改善するための更なる努力

が求められる。また、運営主体の水利用衛生委員会（以下 WUSC）は黒字経営ではあるも

のの、長期事業計画案にある機材更新計画は財政的な裏付けが弱いなど経営面の課題があ

ることや、上下水道局地方事務所（以下 WSSDO）による WUSC 向けの支援体制の構築は、

現行の JICA の技術協力プロジェクトが支援しているものの短期的には難しいと理解され

ることから、持続性は中程度である。 

以上を勘案し、本事業の評価は高いといえる。 

 

１．案件の概要 

 

 

 

 

案件位置図  ガウラダ浄水場の浄水槽 

        

1.1 事業の背景 

ネパール国では、第 9 次 5 ヵ年計画(1998 年～2002 年)に基づき、国民への安全な飲料水

の供給を拡大してきたが、この計画の最終年の時点での普及率は全国民の 71.6%であり、

未だ約 3 割の国民が飲料水供給のサービスを受けていなかった。給水率の向上は国家政策
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のひとつの大きな課題となっていた。 

2004 年～2005 年の時点において、本計画対象の 3 つの地域（ドゥラバリ、ガウラダ、

マンガドゥ）の給水普及率は、ドゥラバリ地域で約 30%、それ以外の 2 地域では 15%にと

どまり、また、既存の水道施設からの供給も給水量が不十分であり、時間給水や断水が頻

繁にあった。さらに、既存の水道の水質は濁度や鉄分の濃度が高く、飲料用に適さないこ

とから、上水道施設の改善を通じた水質と給水量の改善が緊急の課題となっていた。 

これを受けて国際協力機構（JICA）は、2003 年に在外プロジェクト形成調査を実施した。

その結果、給水改善事業の必要性と実施可能性が確認されたことから、本計画対象地域を

含む 8 地域を、優先プロジェクト実施対象地域として選定した。 

 

1.2 事業概要 

ネパールのプロジェクト対象 3 地域において、上水道施設の改善により、水質が改善さ

れた安全な水の安定給水を受ける人口が増加する。 

 

E/N 限度額／

契約金額 

1,124 百万円／1,123 百万円 

 

交換公文締結 2005 年 12 月 

実施機関 公共事業計画省上下水道局(DWSS)

及び水利用衛生委員会（WUSC） 

事業完了 2007 年 7 月 

案

件

従

事

者 

コンサル

タント 

エヌジェーエス・コンサルタンツ（日本）・日水コン（日本）（JV） 

施工業者 間組 

機材調達 間組 

事業化調査  基本設計調査 詳細設計調査 

第一次 2005年6月～7月 

第二次 2005年9月 
2006年1月～4月（完了届より） 

関連事業 

 

技術協力 無償資金協力 その他国際機関、援助

機関など 

・地方都市における水道

事業強化プロジェクト

（2010 年～2013 年） 

・カトマンズ上水道

施設改善計画 

1 期 ： 33.72 億 円

（1992～1994） 

・カトマンズ上水道

施設改善計画 

2 期 ： 22.44 億 円

（2001～2003） 

ア ジ ア 開 発 銀 行

（ADB） 

・ドゥラバリの既存浄

水施設の建設（1996

年） 

・イタハリ地域におけ

る会議施設の建設

（2000） 

 

2．調査の概要 

2.1 外部評価者 

 石橋 典子 （アイ・シー・ネット株式会社） 
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2.2 調査期間 

 今回の事後評価にあたっては、以下の通り調査を実施した。 

 調査期間：2011 年 10 月～2012 年 11 月 

 現地調査：2011 年 12 月 17 日～12 月 31 日、2012 年 6 月 3 日～6 月 15 日 

 

3．評価結果（レーティング：B
1） 

3.1 妥当性（レーティング：③2） 

3.1.1 開発政策との整合性 

国家計画委員会(National Planning Commission: NPC)が 2002 年に策定した第 10 次 5 ヵ年

計画(2002 年～2007 年)では、飲料水供給に関する政策目標として、①水道普及率を 85%に

引き上げること、②安全な飲料水確保のため水質を改善すること、などを目標に掲げてい

た。暫定 3 ヵ年国家開発計画（2008 年～2010 年）は、上下水道を社会開発セクターにおけ

る重点分野として取り上げ、水道普及率を 85％まで向上させる目標を掲げている。また、

水道事業体などの組織強化、水道サービスの向上、水質向上などを戦略として打ち出して

いる。 

国家水計画(2005 年)と国家地方給水･衛生政策(2004 年)はともに、安全な水の供給を政策

目標に掲げており、事後評価時点においても当該政策が有効である。 

このように、水道普及率の向上や水質の向上は、国家開発計画において 2002 年以降継

続した政策目標であり、地方給水・衛生政策においても安全な水の供給が政策目標である

ことから、開発政策との整合性は高い。 

 

3.1.2 開発ニーズとの整合性 

本事業の計画時点において、対象地域の給水普及率は、ドゥラバリで約 30%（2004 年）、

ガウラダとマンガドゥの両地域においては約 15%（2004 年、2005 年）に留まっていた。

また、既存の水源の井戸水は、1L あたりの鉄分が 2mg と、安全な飲料水の国家水質基準

値となる 0.3mg を大幅に超過しており、飲料に適していないなどの問題があった（表 1）。

したがって、既存の給水施設への浄水設備の設置や、新たな水源の開発により、安全な水

の供給を受けられる人口を増やすことが喫緊の課題であった。 

本評価時点でも、対象地域の一部地域では 3%を超える人口の増加があり、各浄水施設

の運営管理を担う WUSC が 2011 年に作成した長期事業計画案においても人口の増加を見

込んでおり、さらなる水供給が必要となっていること、既存の井戸水の水質に改善の余地

があることからも、開発ニーズとの整合性は高いと判断される。 

 

 

 

 

 

                                                   
1 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」 
2 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」 
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表 1 計画時点における対象地域の水供給の状況 

 
出典：基本設計調査報告、都市水衛生政策(2009)からの引用 

注*都市水衛生政策(2009)に引用された、第 9 次五カ年計画(1998-2002)で定義されたサービス 

レベル 

** 基本設計調査時に共同水栓の利用者数を計算に含めて算出された推計値 

 

3.1.3 日本の援助政策との整合性 

JICA のネパール国別事業実施計画（2001 年）において、社会サービスの充実と国民生

活の改善、農業生産の拡充、経済、社会インフラの整備による産業振興と国民生活の改善、

環境保全の 4 つの重点分野が挙げられている3。ネパール国別援助研究会報告書（2003 年）

では、対ネパール援助に関する基本的考え方として、貧困郡に対する開発支援として飲料

水供給などを含む保健医療改善が提言され、安全な水の供給を目標とする本事業は日本の

援助政策に合致している。さらに本事業の実施中においても、対ネパール政策援助（ODA）

国別データブック(2006 年)において、社会セクター改善、農業開発、経済基盤支援、人的

資源開発、環境保全の 5 つの重点分野が挙げられている。経済基盤支援においては、電力、

道路、上水道、防災などの基礎インフラの整備を行うとしており、日本の援助政策に合致

していることから本事業の支援を実施した妥当性は高い。 

 

以上により、本事業は、ネパールの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策との整合性

が高く、本事業による支援の妥当性は高かったと判断される。 

 

3.2 有効性4（レーティング：③） 

3.2.1 定量的効果 

 本事業の目的は安全な水の安定給水を受ける人口の増加であり、これらを判断する指標

としては、実際の給水人口の増加や給水普及率が主要な指標となる。ただし給水人口や普

及率の増加を達成するためには、本事業が対象とする浄水場の整備に加え、給・配水管網

の整備など、上水事業全体の取り組みが前提となる。このため本事業の有効性の評価では、

まず浄水場の稼働状況を給水能力と水質の側面から分析し、運用能力と実績の評価を行う。

その上で、給水人口、普及率などの目標達成度と要因の分析を行い、両者を踏まえて総合

                                                   
3 ネパール国別援助研究会報告書（2003）「第 2 章 わが国のネパールに対する援助のあり方」より引用 
4 有効性の判断にインパクトも加味してレーティングを行う。 

水質

高濁度 例) 濁度 5以下

高鉄分 2.2-5.7 高鉄分 2-2.5  鉄分 0.3以下

1日当たり給水
時間(H/日)

24

濁度 (NTU)

鉄分 (mg/l)

14**

n.a.

ドゥラバリ ガウラダ

1日当たり給水
時間(H/日)

給水普及率

(%)

マンガドゥ

34**

n.a. n.a.

n.a.

給水サービス
レベルの定義*

(2005年) (2005年)(2005年) 中程度の基準

国家基準に則した水質

8.6

15

23.9
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的な評価を行う。なお有効性評価においては、以下の制約や変更が生じたため、下記点を

踏まえた評価を行う。 

 給水人口を基準とした有効性の評価 

一般に給水の普及状況を評価する場合は、給水人口と普及率が主な指標となる。このう

ち給水普及率を評価する上では、対象地域がほぼ同一の地域・人口構成であることが必要

となる。本事業の対象地域では、給水地域区分の変更に伴い、当初計画として設定された

給水地域・地域総人口と、現在の給水地域・地域総人口の間に乖離が生じた。このため当

初計画と現在の普及率を単純に比較することが困難なため、より定量的に明確な比較が可

能な給水人口を主な対象として検証し、普及率については参考値として分析する。 

 2011 年目標値の再設定 

本事業の目標・計画値は、基本設計調査時に 2014 年を目標年として設定していたため、

評価時点の 2011 年の計画値は設定されていなかった。本事後評価調査では 2011 年時点で

の実績の目標達成度を評価するため、2014 年の目標値を基に、2005 年から 2011 年までの

平均割で 2011 年計画値を設定5した。なお 2014 年の目標値は、計画された配水管の敷設が

完了することで、本事業で整備した給水能力が最大限に発揮されることを前提として設定

されていた。 

  

3.2.1.1 運用効果指標 

(1) 浄水場の稼働状況 

1) 給水能力の向上 

本事業の実施前後の 3 浄水場の給水能力と給水の実績は表 2 の通り。本事業実施により、

給水能力は計画通り整備された。事後評価時点の各浄水場の計画給水量（一日最大給水量

に該当）は、計画比で 82%から 122%（2011 年）と、概ね良好である。ガウラダは計画を

下回ったが、その理由としては、当初計画ほど世帯当たりの水需要が大きくなかったとが

ある。また、実際には需要があるが、給水管網の未整備のため配水不能地域が存在するた

め、これらの地域への給水を実現することで給水量のさらなる増加が期待される。 

 

表 2 浄水場の稼働状況 

 

出典：基準値と 2014 年目標値は基本設計調査報告書、2011 年計画値は、2014 年目標値に基づき検証・設

                                                   
5 基本設計調査を行った施工コンサルタントに設計時の考え方を確認の上、今回事後調査時に設定した。 

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011
達成度

目標値

2014

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011
達成度

目標値

2014

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011
達成度

目標値

2014

n.a. 4,200 * n.a. 1,100 * n.a. 2,200 *

705 n.a. 2,540 n.a. n.a. 55 n.a. 499 n.a. n.a. 155 n.a. 1,530 n.a. n.a.

n.a. 2,986 3,048 102% 4,200 n.a. 732 599 82% 1,100 n.a. 1,500 1,836 122% 2,200

給水時間

(時間)

8.6 15-24 24 100% 15-24 23.9 n.a. 24 n.a. n.a. n.a. n.a. 10-15 n.a. n.a.

45 n.a. 69 n.a. 45-100 n.a. n.a. 66 n.a. 100 n.a. n.a 122 n.a. 100一人当たり

の給水量

(L/人 /日)

給水能力

(㎥ /日)

ドゥラバリ ガウラダ マンガドゥ

給水量

(㎥ /日)

日最大給水

量(㎥ /日)
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定したもの。なお、この目標は 2014 年目標値が前提とする、新規配水管網への給水量を除いて設定され

た。下注を除く実績値は各 WUSC。 

注 1：給水能力の(*)で示した値は事業実施後の能力、事業実施前の値は基本設計調査に記載なし。 

注 2：一人当たり給水量のドゥラバリの実績値は、料金徴収票の値から算出6。 

注 3：給水量の実績値は一日平均給水量の値、一日最大給水量は本事業の計画給水量のことである。基本

設計調査時の日最大／日平均の比率（変動係数）は 1.2 に設定されているため、日最大給水量の計画値を

給水量実績値×最大給で算出した。基準値は計画時の給水量の実績値、目標値は日最大給水量で設定され

ていたため、2011 年計画値も日最大給水量で設定した。 

 

① 水需要の計画との相違 

ドゥラバリとガウラダの一人あたり給水量7は 70L 弱であり、水道を敷設した世帯に対す

る一人当たり給水量の目標8である 100L の 7 割にとどまる。事後評価の現地調査では、両

都市の給水区域では市内給水用の高架槽に常時水が確保され、既に 24 時間給水が実現して

いることが確認された。つまり、ドゥラバリとガウラダ地域の水需要は現在の給水量実績

で充足していると考えられることから、給水量の値が計画より低くなった要因として、当

初計画された需要見込みの設定が過大であったものと推測される。 

 

② 給・配水管網の未整備 

計画時の給水量目標(2014 年時)は、計画時に給水網に接続されていなかった未接続世帯

の管網への接続による給水対象の拡大を前提9としていたが、ガウラダとドゥラバリにおい

て管網距離延長による接続数の増加実績は前提よりも低かった。このため各都市とも、実

際には需要があるものの給水を受けられない、いわば潜在需要地域が存在する。今後これ

らの地域への給水が実現すれば、給水量の増加が期待できる。 

WSSDO によると、管網延長の遅れの理由は WUSC の設備投資予算が十分でないこと、

管網延長計画の不備などによるものと理解されている。また WUSC からの聞き取りによる

と、管網の延長計画は具体的な資金調達の可能性が十分に吟味されたものではなく、毎年

の管網延長目標も設定されておらず、現実性の低いものであった。ガウラダでは今後の配

水管網の拡大計画を立てており、WUSC によれば、WSSDO から給・配水管の供与10を引き

続き受けられれば、中期的には 2014 年の計画給水量目標を達成するものと予測している。

ただし現在の整備計画の精度を踏まえると、この計画の実現性も、現時点では明確でない。

一方ドゥラバリでは、給・配水管網拡大の設備投資費用の調達が困難で、現在具体的な拡

                                                   
6 表 4 の給水量実績と給水人口から計算すると、ドゥラバリの一人当たり給水量は 164L/人/日となるが、

料金徴収票の値から算出すると 69L/人/日となる。取水量・給水量の流水計の調整が行われていないため、

給水量実績の値は、客観的な数値として料金徴収対象となった水量を使用。給水量の大きな差異が生じる

理由は明確に把握されていない。詳細は「3.5.3 運営維持管理の財務 (3) 無収水の影響」の項を参照。 
7 日平均の一人当たり給水量（L/日/人）。 
8 計画時における一人当たり給水量は、給水栓を設置した世帯で 100L、共同水栓の利用者では 45L で設

定された。 
9 本事業ではドゥラバリとガウラダの主配水管整備を日本側が行ったが、それ以外の給・配水管網の整備

はネパール側の担当事項とされていた。 
10 配・給水管網の拡大に必要な機材調達について、ガウラダでは過去 2 年 WSSDO より配水管の供与を

受けており、WUSC によると供与依頼を申請した距離とほぼ同等が供与されている。ただし、来年以降

も同様な供与が受けられるかは明確ではない。 
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大の計画はない。管網拡大の遅延により、給水人口の計画達成による事業効果の拡大に課

題がみられる。また、2014 年の計画給水量目標の達成や、事業効果の持続性に影響する可

能性がある。 

事業の計画時に給水域内の給・配水管延長の全体計画は作成されていたが、ネパール側

による設備投資の見通しが示されておらず、WUSC においても投資計画に基づく資金調達
11を行う財務的な余力はなかった。事業計画時には、このような実施機関の財務状況に対

する懸念が十分に検証されず、結果、現実的に達成可能な事業目標の設定ができなかった

と言える。 

 

2) 水質 

 本事業対象のうち、ドゥラバリでは定期的な水質検査が実施されておらず、水質に関す

る定量的な分析・評価は困難であった。ドゥラバリを除く 2 浄水場の水質に関する現在の

状況は下表の通りで、一部指標で基準値をやや上回るものも見られるが、飲料水としてほ

ぼ問題のない水準に達していると評価できる。 

 

表 3 給水水質 

 

出典：基準値は基本設計調査報告、実績値は WUSC 拠出の水質検査結果。 

 

＜ガウラダ＞ 

ガウラダでは近隣の水質検査機関の検査項目が 18 項目となっているため、国家水質基

準の 27 項目の検査が実施できないが、ほぼ年 1 回の頻度で検査を実施している。2011 年

の水質検査では、18 の検査項目12中、鉄分を除く 17 項目で基準値を満たしていることが確

認された。鉄分についても 2011 年計画値（0.3mg/L 以下）をやや上回ってはいるものの、

国家基準の基準値13は充たしており、JICA 専門家14からも健康面の問題がないことが確認

された。これらの数値は実施前と比較して数値が大きく改善したことが確認されている。 

 

 

                                                   
11 浄水場建設後に施設が WUSC に移管された後、WUSC が設備投資の計画を策定し、設備投資資金は

WUSC と WSSDO がそれぞれ 4 割と 6 割負担が原則である。 
12 国家水質基準は 27 項目であるが、本件対象地域の水質検査機関で検査可能な項目が 18 項目である。 
13 鉄分の国家水質基準も 0.3mg/L であるが、これは鉄が除去できる場合の基準であり、鉄を含有する水

を給水せざるを得ない場合は 3mg/L まで許容するという但し書きがある。 
14 持続性の項で詳述する地方都市における水道事業強化プロジェクトの専門家チーム 

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011

目標値

2014

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011

目標値

2014

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011

目標値

2014

濁度

(NTU)
高濁度 >5 n.a n.a n.a. n.a. 0.63 n.a. n.a. n.a. 0.84 n.a.

鉄分

(mg/L)
n.a. n.a. n.a n.a

高鉄分

2.2-5.7
<0.3 0.37 <0.3

高鉄分

2-2.5
<0.3 0.06 <0.3

大腸菌群

(col/ml)
n.a. n.a. n.a n.a n.a. n.a. nil n.a. n.a. n.a. nil n.a.

ドゥラバリ ガウラダ マンガドゥ

>5 
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＜マンガドゥ＞ 

マンガドゥでは国家水質基準に基づく水質検査をほぼ年 1 回実施しており15、2009 年は

27 項目中 25 項目、2011 年は 27 項目のうち残留塩素濃度16以外はすべてネパールの飲料水

の水質基準を達成している。 

＜ドゥラバリ＞ 

実施機関の WUSC によると、ドゥラバリでは元々の水源の水質が良好なため、水質検査

機関による定期的な検査は実施されていない。具体的には、ドゥラバリの主な水源となる

湧水について、事業計画時の基本設計調査団の分析結果では大腸菌の値以外に問題はなく、

大腸菌についても浄水過程で投入する塩素消毒で死滅するため、検査の必要性は低いと認

識しているとのことであった。事業計画時の水質が良好であったこと、また後述する受益

者調査でも概ね水質についての不満は出ていないことなどから、水質面で大きな問題はな

いと推測されるものの、正確な評価は困難である。今後は実施機関に対して水質モニタリ

ングの重要性を認識させ、法律に基づく定期的な水質検査実施状況のモニタリングを実施

するべきであろう。 

 

なお、ガウラダとマンガドゥの水質管理については、JICA プロジェクトの研修で水質管

理の講習が実施されている。プロジェクトの支援を通じて、今後は WSSDO の職員により

検査実施の必要性なども含めた指導が実施されるため、中期的には改善されることが期待

される。 

 

以上要約すると、浄水場の給水能力は当初計画通りの能力を維持しており、給水量の達

成度は良好である。ガウラダは給水需要の過大な見通しや給水管網の整備遅れなどの要因

により、計画給水量は計画をやや下回ったが、概ね良好と判断される。特にドゥラバリに

おいては管網整備計画の整備、資金調達面の指導を行うことで、2014 年給水量目標の達成

が可能と理解され、ガウラダ、ドゥラバリとも管網の整備を進めることでより高い達成度

が期待できる。一方水質については、水質データの未整備のため、ドゥラバリでは確認で

きなかったものの、原水の水質はあまり検査の必要性が高くないこと、他の 2 地域につい

てはほぼ国家基準を達成していることから、安全な水を供給する能力は概ね整備されたも

のと評価できる。 

 

(2) 給水人口と給水普及率 

対象 3 地域の給水人口と給水普及率の推移は下表の通り。給水人口はドゥラバリを除い

て 2011 年の計画値を達成しており、良好と評価できるが、給水普及率については、いずれ

の地域も計画を下回っている。 

 

 

 

                                                   
15 物理的項目が 3（色、濁度など）、科学的項目 20（pH、鉄分、マンガン、カルシウムなど）、バクテリ

ア関連項目 2（大腸菌群）、有害物質項目 2（ヒ素、残留塩素）、合計 27 項目。 
16 残留塩素の値が 0.3mg/L（2011 年）となり、国家水質基準の 0.1～0.2mg/L の範囲を上回った。 
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表 4 給水人口、給水量、給水普及率、給水時間 

 

出典：基準値と 2014 年目標値は基本設計調査報告書、2011 年計画値は、2014 年目標値に基づき検証・設

定したもの、実績値は各 WUSC。 

注 1：2011 年の給水人口と給水普及率の実績は、WSUC が最新データを持っていないため基本設計調査

と同様の考えで計算した。 

注 2：給水普及率 2005 年基準値のうち、(*)で示したドゥラバリとガウラダの数値は、基本設計調査時に

共同水栓の利用者数を計算に含めて算出された推計値。 

注 3：給水量の実績値が一日平均給水量、計画給水量は一日最大給水量のこと。基本設計調査時の日最大

／日平均の比率（変動係数）は 1.2 に設定されているため、同様の方法で計算した。基準値は計画時の給

水量の実績値、目標値は日最大給水量で設定されていたため、2011 年計画値も日最大給水量で設定した。 

 

1) 給水人口 

3 浄水場のうち、ガウラダ、マンガドゥの 2 地域では、給水人口は、2011 年の計画比で

目標を達成しており17、計画達成状況は良好と評価できる。一方ドゥラバリは計画比約 7

割にとどまっている。この背景には、上述した配・給水管網の拡張の遅れに加え、2008 年

から 2009 年頃に共同水栓を廃止した18ことで、共同水栓の利用世帯数が減少したことが影

響している。 

 

2) 給水普及率 

3 地域の 2011 年時の給水普及率は計画比 5～9 割といずれも計画を下回っており、特に

ガウラダについては計画比 5 割にとどまっている。ガウラダ、マンガドゥについては、給

水地域・人口が計画を上回る規模に増加し、相対的に普及率が低下した19ことが計画を下

回った主な要因となった。当初想定した給水総人口を前提とした普及率は、両都市で 5 割

となり（表 5、表 6 参照）ほぼ目標を達成している。給水人口ベースでは計画を達成して

いることから、当初目的は概ね達成度しているものと評価できる。これら給水地域・総人

                                                   
17 具体的には、ドゥラバリ 1 万 5494 人（計画比 69%）、ガウラダ 7604 人（計画比 129%）、マンガドゥ 1

万 2560 人（計画比 112%）である。 
18 共同水栓で個人所有の家畜を洗うなど誤った使い方をするケースが見られたため。 
19 給水普及率の計算では、給水域内の総人口が、普及率を計算する際の分母となるため。 

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011
達成度

目標値

2014

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011
達成度

目標値

2014

基準値

2005

計画値

2011

実績値

2011
達成度

目標値

2014

705 n.a. 2,540 n.a. n.a. 55 n.a. 499 n.a. n.a. 155 n.a. 1,530 n.a. n.a.

n.a. 2,986 3,048 102% 4,200 n.a. 732 599 82% 1,100 n.a. 1,500 1,836 122% 2,200

8,480 22,299 15,494 69% 31,360 1,290 5,911 7,604 129% 8,885 2,870 11,262 12,560 112% 16,440

24,920 32,794 29,237 89% 36,900 9,292 11,822 28,938 245% 13,100 19,180 25,026 30,201 121% 27,400

34% 68% 53% 78% 78% 14% 50% 26% 53% 68% 15% 45% 42% 92% 60%

* *

45 n.a. 69 n.a. 45-100 n.a. n.a. 66 n.a. 100 n.a. n.a 122 n.a. 100

給水時間

(時間)
8.6 15-24 24 100% 15-24 23.9 n.a. 24 n.a. n.a. n.a. n.a. 10-15 n.a. n.a.

給水量

(L/人 /日)

日最大給水

量(㎥/日)

給水量

(㎥ /日)

給水人口

(人)

ガウラダ マンガドゥ

給水普及率

(%)

給水区域内

総人口(人)

ドゥラバリ
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口の計画からの大幅な増加には以下の背景がある。 

 

① ガウラダは、近隣の WUSC との協議により、2009 年から給水が普及していなかった 2

つの地区の一部が新たに給水対象に追加された。水道に未接続の対象地域・人口を給水対

象に追加したこと、世帯当たりの水需要が当初計画ほど大きくなかったことにより計画給

水量が計画を大きく下回った。普及率は当初計画値(2011 年時)の 50%に対し、拡大前(2008

年)の給水普及率は 49%（計画比 98%）に達し、ほぼ計画を達成していた（下表参照）もの

の、その後の給水対象地域の拡大により給水普及率は相対的に低下し、計画を下回った。 

 

表 5 ガウラダの給水普及率(2008 年実績、給水対象地域拡大前) 

 

出典：実績値は WUSC 提供資料。 

注 1：2008 年の給水人口と給水普及率の実績は、WSUC が最新データを持っていないため 

基本設計調査と同様の考えで計算した。 

 

② マンガドゥでは、給水区域内総人口が当初計画値(2011 年時)の 2 万 5026 人に留まって

いた場合、人口・世帯比の普及度を計る給水普及率は、50%に達し（下表参照）、計画比

110%になったものと想定される。実際には給水区域の一部に計画を上回る定住人口の増加

が生じたため、対象の母体数の増加に伴い、相対的に低下した。このような人口増にもか

かわらず、普及率は計画比 9 割に達していることから、達成度は良好と評価できる。 

 

表 6 マンガドゥの当初給水総人口計画値(2011 年)を前提とした給水普及率(2011 年) 

 

出典：実績値は WUSC 提供資料。 

注 1：2011 年の給水人口と給水普及率の実績は、WSUC が最新データを持っていないため 

基本設計調査と同様の考えで計算した。 

 

③ ドゥラバリでは、配・給水管網の拡張の遅れのほか、2008 年から 2009 年ころに共同

水栓を廃止したことが原因で給水人口が減少したことが影響している。 

 

以上、浄水場の稼働状況と給水普及の状況を総合的に評価すると、浄水場は計画通りの

能力が整備されており、給水人口も一部を除いて計画値に達している。給水普及率は算定

基準が変わったため計画を下回っているが、給水人口の拡大という点ではほぼ目標を達成

していると評価できる。一方で、給・配水管整備の遅れが本件の効果発現に影響を及ぼし

ている。 

 

5,012 10,301 49% 50%
給水人口(人)

2008年実績

給水普及率(%)

2011年計画値

給水区域内総

人口(人)

2008年実績

給水普及率(%)

2008年実績

12,560 25,026 50% 45%
給水普及率(%)

2011年計画値

給水人口(人)

2011年実績

給水区域内総

人口(人)

2011年当初計

画値

給水普及率(%)

2011年実績

/当初計画値
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3.2.2 定性的効果 

(1) 利用者の意識 

本事業の効果を定性的な視点から補足するため、対象地域の住民を対象とした利用者の

意識調査を実施した。調査対象者は本件の 3 浄水場の給水対象地域の住民合計 100 人であ

る。 

調査で確認された主要な意見は以下の通りで、総じて給水事情の改善を肯定的に評価す

る意見が目立った。 

 

表 7 利用者意識調査結果概要 

 ドゥラバリ ガウラダ マンガドゥ 

 ジャパ郡 ジャパ郡 モラン郡 

給水状況 

良好 良好 良好 

24時間給水 24時間給水 10-15時間給水 

水質 良好 良好 良好 

料金 
9割の住民には支払い

可能レベル 

約9割の住民には支払い

可能レベル 

8割の住民には支払い可能

レベル 

生活の 

変化 

･水栓が近く、利便性が

向上 

･水栓が近く、利便性が

向上 

 

･利便性が向上 

･水汲みが容易(7割) 

･健康状態の改善(2割) 

出典：事後評価調査時の利用者意識調査（2011 年） 

 

 回答者全員が、現在の給水状況を良好と答えた。水圧などの問題も挙げられなかった。

マンガドゥ地域の回答者を除く全ての回答者は全員 24 時間給水と回答した。 

 回答者全員が、水質が向上している、濁度、臭気、味などの問題はないと回答した。 

 水道料金について、回答者の約 86%が支払い可能なレベルと回答した。 

 生活の変化について、水栓が近くなり水の利用が容易になったと回答した。 

 

以上のことから、給水量、給水人口、水質共にほぼ計画を達成しており、また受益者も

水供給の量・質ともに満足していることから、安全な水の安定給水を受ける人口の増加と

いう本事業の目標は達成されたと評価できる。ただし、現在の給水量・人口は配・給水管

網拡張の遅れによる影響を受けており、今後管網拡張には更なる努力が求められ、また管

網を拡張していくことで、本事業効果を持続、拡大していくことが期待できる。これによ

り、有効性は高いと判断される。 

 

3.3 インパクト 

3.3.1 インパクトの発現状況 

計画時点において、本事業は水質の向上により安全な水の安定給水を受ける人口が増加

し、住民の健康を増進することが想定された。事後評価時点においては、健康面の改善で

は、根拠となる数値はとれなかったが、利用者意識調査の全対象者は水利用が容易・便利
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になったことを生活の変化として挙げている。特にマンガドゥで水汲みが楽になったと言

う回答が回答者の約 70%から寄せられるなど、給水事情の改善が給水区域の住民の生活状

況の改善に貢献したことがうかがえる。経済活動の活性化についての明確な関連性は見ら

れなかった。 

 

3.3.2 その他、正負のインパクト 

(1) 自然環境へのインパクト 

基本設計調査時に実施された概略の環境影響評価20では、環境に対する重大なインパク

トを与える項目はないとされたことから環境影響調査の実施は必要ないと判断され、その

結果環境影響調査は実施されなかった。また、事後評価調査時に同行したローカルコンサ

ルタントが現地で確認したところ、地盤沈下は確認されなかった。地方の実施機関関係者

にも地盤沈下は特に確認されていないことから自然環境へのインパクトは特にないと認識

されている。 

 

(2)  住民移転・用地取得ドゥラバリにおいては給水需要が高く、浄水場の新設が必要だった

ため、新設浄水場の建設のための用地取得が必要となった。WUSC 委員によれば、施設の

用地として 3 世帯から 7800 ㎡の用地を取得した。買い取り価格の交渉は村役員や郡レベル

の地方行政、及び WSSDO などを交えて行われ、合意された金額を支払った。また、用地

取得後も元の土地利用者らからの異議申し立てもなかったことから、用地取得においてマ

イナスのインパクトは生じていない。 

 

以上より、本事業の実施による効果の発現が見られ、有効性・インパクトは高い。 

 

3.4 効率性（レーティング：②） 

3.4.1 アウトプット 

本事業のアウトプットはほぼ計画どおり整備された。ネパール側からは、ドゥラバリ取

水施設建設用地の確保及びフェンス設置工事、送電線設置工事が実施された。日本側のア

ウトプットの計画と実績は下表の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
20 概略評価の結果、多少のインパクトを与える可能性が見込まれる項目として挙げられた廃棄物、地勢・

地形、景観については、それぞれ軽減対策を実施すれば、支障はないと判断された。軽減対策は、具体的

には既存汚泥投棄場の利用、地形の変更を最小限にする設計や景観を考慮した施設設計であり、これらの

対策は本事業の中で対応されているものと判断される。 
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表 8 アウトプット（計画と実績） 

 

  

 
※除鉄施設：水中の鉄分除去のための施設 

出典：基本設計調査報告書、JICA 内部資料、関係者聞き取り 

アウトプット 計画 実績

1　ドゥラバリ地域

1)取水施設の再構築 取水堰×1箇所

既存設備の撤去と新規建設

取水施設能力4,326 m
3
/日

計画通り

2)導水･送水管の敷設 導水管3.02km　

送配水管8.8km(計11.8km)

計画通り

3)浄水場の新設 設計処理水量：4,200 m
3
/日

処理施設：沈殿池、粗ろ過池、緩速ろ過

池

浄水池　約600m
3

消毒施設

計画通り

4)新設配水施設 高架水槽約450m
3
×1ヶ所  計画通り

5) 既存配水施設の非常用

自家発設備

1式  計画通り

6)配水管 管延長約6.7km 

(導水・送水管及び配水管計18.5km)

ほぼ計画通り +0.5km 

(計19.04km、+0.5km)

2　ガウラダ地域

1)浄水場・配水施設の改修 設計処理水量：1,100 m
3
/日

新設除鉄施設1ヶ所

新設浄水池約300m
3×1ヶ所

高架水槽揚水ポンプ、非常用自家発設備

 計画通り

2)　配水管延長 約6.1km ほぼ計画通り

(約6.2km、+0.1km）

3　マンガドゥ地域

1)浄水場・配水施設の改修 設計処理水量：2,200 m
3
/日

新設除鉄施設

新設浄水池　約300m
3×1ヶ所

高架水槽揚水ポンプ　2台及び非常用発

電設備
消毒施設

 計画通り

4　ソフトコンポーネント

研修などの技術指導 対象：3か所の水道事業体

1)水道施設の運転維持管理要員向け維持

管理技術研修

2)WUSC向け組織強化

計画通り

成果品 1) ソフトコンポーネント完了報告書  2種

2）テキスト・マニュアル類  6種

水道施設運転維持管理分野及びWUSC組

織強化分野のテキストとマニュアル
運転制御マニュアル等

計画通り
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ドゥラバリ浄水場入口 ガウラダ浄水場施設 マンガドゥ浄水施設の消毒施設 

 

3.4.2 インプット 

3.4.2.1 事業費 

本事業の交換公文（以下 E/N）による供与限度額は 11 億 2400 万円で実績は ODA の支出

額 11 億 2300 万円（計画比ほぼ 100%）である。ただし、コンサルタント負担額を含むと

11 億 6300 万円（計画比 105%）である。ネパール側負担額は、計画が 700 万円であったの

に対し、実績は 600 万円（約 389 万ルピー)で、計画比は 85%となった。 

日本側の実績のうち、ODA 予算による事業費は計画比のほぼ 100％である。しかし実際

には、E/N に基づく額以外に、事業の完成に要したコンサルタントの自己負担分が存在す

る。これは、ネパール国内のゼネストや道路封鎖に伴う、工事資材、作業員及び日本人コ

ンサルタントの移動の停止などにより発生した人件費や渡航費の超過などである。またネ

パール側の事業費は、アウトプットに若干低減があったのに対し、費用の実績は金額ベー

スで計画の 4 分の 1 の低減となった。ネパール側事業費が計画を下回った主な理由は、土

地利用者との交渉がスムーズに進んだ結果、用地取得にかかる補償費用が当初見積りより

安くなったためである。 

 

3.4.2.2 事業期間 

事業期間は、ゼネストや道路封鎖に伴う工事資材や作業員の移動停止などの影響による

遅延を含め、計画の 16 ヵ月（2005 年 12 月～2007 年 3 月）に対して実績は 19 ヶ月（計画

比 119%）となった。 

 

以上より、効率性は中程度である。 

 

3.5 持続性（レーティング：②） 

3.5.1 運営維持管理の体制  

地方での浄水場の計画、建設、運営維持管理を担当する機関は、本事業の前後で異なる。

事業の計画・設計・建設は DWSS 郡レベルの地方組織である WSSDO が実施し、その完成

後、施設は公的事業体である WUSC に移管され、施設の運営・維持管理のみならず、顧客

への水道接続・設置工事、配管や機材などの設備投資など水道事業体として事業の運営を

任される。 
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WUSC は住民組織であるが、法律上は経営に関して自立運営を義務付けられた公的事業

体として規定されており、政府による組織運営面への関与はない。 

 

WUSC は法律上、給水地域の居住者により形成されて政府の認可を受け、必要な設備投

資の実施を含めて浄水施設の運営維持管理、経営を自立して行う公的な組織である。WUSC

のメンバーは 3 年ごとに地元住民による選挙で選出され、浄水施設、配水管など上水施設

全体の運営維持管理を行う人材を雇用して運営を行う。 

WSSDO は、中央の DWSS の支援の下、各 WUSC を技術面、経営面の両面でモニタリン

グし、また、研修などを通じて技術指導する役割を担っている。WSSDO が直接 WUSC に

補助金などの財政支援をすることはない。しかし WSSDO の年間予算の範囲で、WUSC と

のコストシェアを基本に給水管やその他の高額な機材を供与している。 

 

事後評価時の WUSC の人員構成は下表の通り。 

 

  表 9 浄水施設の運営・維持管理体制  

     （単位：人） 

  

出典：各 WUSC 聞き取り調査 

 

2007 年 7 月の本事業の完成以降、維持管理要員が増員されたが、ドゥラバリを除き配置

された要員は計画より少ない。その理由は、マンガドゥにおいては今後新規の井戸と浄水

施設建設計画に必要な資金を確保するため職員数を絞っていること、ガウラダにおいては

日最大給水量の約 7 割弱の運転状況であることから、現在の配置職員数で運転しているた

めである。どちらの WUSC とも、運営・維持管理担当職員の時間外労働や、短期契約職員

を雇用するなどの対応により、日々の運営・維持管理に支障は見られない。一方ドゥラバ

リにおいては、2012 年 3 月まで、マネージャーを含む 4 つのポストが 1 年以上空席であっ

たため、職員の業務所掌に混乱がみられたが、2012 年 6 月時点では、新マネージャーを中

心に維持管理体制を立て直しつつある。 

 

(1) WUSC 向けの支援体制 

WSSDO は各郡内の新規給水プロジェクトの計画・立案に関する調査の実施、建設、モ

ニタリング、各 WUSC 向けの技術指導、そして衛生についての啓蒙活動を行う。WUSC

計画 実績 計画 実績 計画 実績

WUSC委員 n.a. 11 n.a. 11 n.a. 13

運営担当職員

管理系 9 1 2

技術系 10 2 6

その他 10 3 4

運営担当計 26 29 9 6 16 12

ドゥラバリ

3交代制 3交代制3交代制

ガウラダ マンガドゥ



 16 

向けの技術指導は、エンジニアなどの技術系職員を中心に実施される。職員の構成は下表

の通り。 

WSSDO 職員によれば、上水施設を WUSC に移管する前に 2～3 日程度の研修を WUSC

職員に実施した。その後は、3 つの WUSC 向けの技術支援として、研修、運転維持管理に

係る技術アドバイスの提供を、必要に応じて(平均月に 1､2 度程度)行っている。しかし、

人的・予算的な限界から各浄水場の施設に合った実地訓練などの指導は行っていない。 

 

表 10 WSSDO の職員数 

(単位：人） WSSDO モラン郡 WSSDO ジャパ郡 

管理系 9 人 11 人 

技術系 13 人 14 人 

住民支援要員 2 人 2 人 

総計 24 人 27 人 

出典：各 WSSDO からの聞き取り及び質問票回答 

注 本事業対象の WUSC マンガドゥは WSSDO モラン郡が、WUSC 

ドゥラバリ及びガウラダは WSSDO ジャパ郡の所掌である。 

 

さらに、WSSDO による WUSC 向けの技術支援体制の強化を目的とする JICA の技術協

力プロジェクトが 2010 年から実施中である（下表参照）。この技術協力プロジェクトでは、

WSSDO 職員と本件対象の 3 つの WUSC 向けに、上水施設の維持管理技術と経営管理分野

の研修を行うのと同時に、WSSDO を中心とした WUSC への技術支援の仕組みの構築を目

指している。これまでに WSSDO と WUSC の職員を対象にした研修が実施されているもの

の、同技術協力プロジェクトの中間レビュー調査（2011 年 11 月）においては WSSDO に

経営面の指導担当職員が配置されていないなどの課題が指摘された。 

このプロジェクトの中間レビュー報告によれば、WSSDO による WUSC 向け技術支援の

仕組みとその体制がプロジェクト期間中に確立できるかどうかは明確ではなく、プロジェ

クトの後半において決定していく見込みである。DWSS によると、WSSDO の経営面の指

導を強化するため WSSDO の担当職員の配置を進めており、中央レベルの職員による指導

体制の整備により体制強化を図ることを決定しており、今後支援体制の充足が期待できる。 

 

表 11 JICA 地方都市における水道事業強化プロジェクト概要 

協力期間：2010 年 1 月～2013 年 7 月 

活動の対象者：

DWSS出先機関の東部地域モニタリング監督事務所、以下EMRO職員

モラン郡･ジャパ郡WSSDO職員

ドゥラバリ・ガウラダ・マンガドゥの3WUSC職員

プロジェクト目標

プロジェクト対象となるモラン及びジャパ郡において、上下水道局によ
る水道事業体への技術支援体制が強化される
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出典：プロジェクトインセプションレポートより抜粋 

注：東部地域モニタリング監督事務所（Eastern Regional Monitoring Supervision Office: EMRO）は、本事業

担当のモラン郡、ジャパ郡を含むネパール東部地域の DWSS 出先機関の監督事務所。 

 

3.5.2 運営・維持管理の技術 

上述の技術協力プロジェクトによる技術研修が実施され、3 つの WUSC や浄水場の職員

がそれぞれの責任に関連する研修を受講している。ガウラダとマンガドゥでは古参の運

営・維持管理要員の交代がなく、技術的な知見は、これら各浄水場の古参職員を中心に維

持されており、浄水・送配水作業、水質管理及び運営記録つけなどの日常業務の基礎的な

技術は充足している。設備に大きなトラブルが生じなければ、現在の事業効果を維持する

ことが可能な技術水準にあると評価できる。ガウラダとマンガドゥの課題としては、組織

内部で運営・維持管理の技術レベルを維持向上する仕組みが脆弱であり、職員間の技術レ

ベルの標準化が必要なこと、予防的メンテナンス21に不十分な面が見られること、ポンプ

や電気系統の故障については外部支援に依存しており、緊急時のトラブル対応の体制が不

十分なことなどが挙げられる。 

ドゥラバリでは、他の 2 浄水場同様、日常的な浄水場運営は行われており、基礎的な技

術は充足していると評価できる。ただし、他の浄水場と異なり、経験の豊富な古参職員が

すでに離職しており、今後の技術水準の維持に懸念がある。 現地調査(2011 年 12 月)でも

問題が確認されている。具体的には、高架層への揚水ポンプの運転記録や緩速ろ過施設の

維持管理記録など、基礎的な記録の不備、水質検査機関による水質検査の未実施や、浄水

場施設内の漏水が放置されている、ポンプや電気系統の故障対応が十分でないなど、維持

管理への意識が低いと思われる点が見られた。 

3 浄水場とも、浄水場の維持管理技術の維持・向上を自ら図っていく仕組みが弱く、技

術を培った職員の交代によって技術レベルを維持できなくなる可能性がある。そのため、

長期的な運営・維持管理技術の確保に向けて、JICA の技術協力プロジェクトなどの ODA

支援や、WSSDO などの技術支援により、技術向上のための制度・仕組みの構築に取り組

んでいるものの、技術協力プロジェクトによる支援を事業実施と同時に行うなど、より適

切なタイミングで投入することで、より迅速な効果の発現が期待できたものと理解される。 

 

 

 

 

                                                   
21 機材に不調がなくても毎月、半年ごとに行うべき設備・機材の定期点検など。 

期待される能力強化の項目例

技能面 経営管理面

施工管理指標の作成 施工管理能力

水道施設の維持管理 WUSCへの水道施設維持管理指導
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ方法の検討 経営・施設管理指標の評価

住民対策(苦情等） 普及モデルの作成

水道施設・管路､ﾒｰﾀｰ等の維持管理 水道施設台帳、給水台帳の整備
検針・料金請求、水道料金の改定 漏水対策等有収水量・収益の改善

無収水量対策、水質管理 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの評価
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ項目作成､手法の検討 中長期事業計画、年報の作成

苦情処理の対応 苦情対策の迅速化

W
S

S
D

O
W

U
S

C



 18 

3.5.3 運営維持管理の財務 

(1) 収支状況 

現在の各 WUSC の財務状況の概要は下表の通りで、いずれも何とか黒字を維持している。

営業収入の約 7 割前後が水販売からの収入であり、その他収入には利用者の支払う接続料

や接続工事費、金利収入などがある。近年、燃料費や電気代などのコストが増えており、

これらのコスト増に見合う水道料金の値上げが必要になっている。しかし、水道料金の値

上げには、WUSC の規約に則りメンバーの年次総会22において利用者に諮り、合意を取り

付ける必要がある。WUSC 委員によれば、利用者の同意を得るまで平均 2 年程度を要する

ことから、各 WUSC の財務状況の不安定要素となり得る。 

 

表 12 財務状況の要約 

（単位：1 万ネパールルピー） 

 ドゥラバリ* ガウラダ** マンガドゥ 

営業収支(2011) 17.02 3.68 31.36 

水道料金収入/総収入 69% 72% 65% 

料金徴収率 95% 95% 95% 

出典：各 WUSC の事業収支報告、事業計画及び聞き取り結果より 

注 料金徴収率は、WUSC の聞き取りによるもの。 

* 2010 年の実績 

** ガウラダの収支報告書では、収入と支出に WSSDO から供与された機材の 

額面が含まれるが、実際は現金の移動がないためここでは含めない金額とした。 

 

各浄水場の現在の財務状況の現況と課題は以下の通り。 

 

<ドゥラバリ> 

 2007 年以降の収支は黒字である。ただし、料金徴収票から想定される水販売からの収

入額と帳簿上の額に違いがある。 

 前述の技術協力プロジェクトの 2009 年の報告書で、スペアパーツを購入していないな

どの問題が報告されていたが、本評価時の WUSC 委員長からの聞き取りでは、燃料費、

スペアパーツの予算は確保されており、地元やインドからスペアパーツを調達してい

るとのことである。 

 水道料金を値上げについて、2012 年初頭の WUSC の年次総会で利用者との協議を行っ

たが、水道料金の値上げはできなかった。なお、生産原価の計算はされていない。 

<ガウラダ> 

 2009 年以降、年度毎の収支は黒字を維持しているが、収益性は低下傾向にある。過去

3 年間は電力事情の悪化により電気が供給される通電時間が減少したため、発電機の運

転で電力を補っている。そのため燃料代が大幅に増加し、電気料金が上昇したことと

相まって、電気代・燃料費支出の増加により黒字額が減少している。 

 WUSC 委員によれば、燃料費、スペアパーツと修理予算は確保されており、近隣地区

                                                   
22 WUSC のメンバーである地元住民向けに年一度総会を開催し、年間の活動実績、収支報告、翌年の計

画を説明し、意見交換を行っている。 
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で入手可能なパーツは購入されている。薬品は 2011 年半ばまで WSSDO から提供され

ていたため、該当の支出はなかった。なお、生産原価は計算されていない。 

 料金徴収率は 95%以上である。 

 WUSC 委員によると、ガウラダ地区の電気料金が 2012 年に値上げされる予定であり、

これによるコスト上昇分を水道料金に反映させる必要があると認識されている。料金

値上げは WUSC 年次総会で利用者に諮るが、次回の年次総会で水道料金の値上げにつ

いての住民の合意を取り付ける見込みである。 

<マンガドゥ> 

 主な収入は、水販売とその他の収入であり、このうち水販売収入だけで総支出額を賄

っている。その他の収入は接続料などで、過去 3 年は、水販売収入の 5 割から 7 割に

当たり、全体として安定的な収入源があるといえる。 

 WUSC 委員によれば、燃料費、スペアパーツと薬品類などに必要な予算は確保されて

おり、当面、安定的な維持管理ができる財務力があると評価できる。 

 WUSC 委員長によると、過去 3 年間、水道料金の値上げはしていないが、電力事情の

悪化により電気が供給される通電時間の減少により発電機の運転で電力を補っている。

燃料代などの費用が増加した分を水道料金に反映させる必要性は認識されており、こ

れまでも年次総会で住民への説明を行ってきている。次回の年次総会で、水道料金の

値上げについての住民の合意を取り付ける見込みである。 

 

(2) 長期事業計画・機材更新計画 

3 つの WUSC では、既述の JICA 技術協力プロジェクトの支援で策定した長期事業計画

案（2010 年～2025 年）において、維持管理費用や機材更新・拡張計画を盛り込んでいる。

マンガドゥでは、機材の更新と拡張に必要な費用を計算した上で、維持管理基金と呼ばれ

る積み立てを行っている。ドゥラバリとガウラダでも予備基金の積み立て23は行われてい

るが、必要な経費の目標額の計算はされておらず、長期事業計画と機材更新計画の財政的

裏付けなど事業経営の視点が十分とは言えない。技術協力プロジェクトをより早いタイミ

ングで投入することで、財政的裏付けのある事業計画策定を支援できたものと思われる。

マンガドゥについては、現在の経営状況が良好であり、水道料金値上げ承認の可能性が高

く24収益性の向上が見込めること、民間融資を活用した設備投資25などが見込めることから、

今後は長期事業計画の達成の可能性が高い。他の 2WUSC のうち、ガウラダ WUSC は次回

の年次総会で水道料金値上げが承認されると見込んでおり、収益性の改善が期待できる。

ガウラダ、ドゥラバリについては JICA 技術協力プロジェクトによる漏水対策が既に始ま

っており、次項に挙げる無収水対策を更に強化することで財務状況の改善が見込める。さ

らに、現在 DWSS が進めている WUSC 経営面の指導体制強化を通じた経営改善が期待で

きる。 

                                                   
23 2011 年時の積立額総額はそれぞれ約 50 万円程度。 
24 2011 年に開催した WUSC 年次総会などの機会に、財政状況の説明や、料金値上げ後のサービス拡充見

込みについての住民向けの説明と行っており、委員長によれば料金値上げの承認可能性は高い。 
25 良好な財務状況、給水地区の人口増加による水需要の増加、今後の料金設定を含む収支見込みが長期

事業計画に示されている。マンガドゥ WUSC 委員長によると良好な財務状況と長期事業計画を示すこと

で、民間からの融資取り付けが可能。 
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(3) 無収水の影響 

 本件対象の 3 浄水施設における無収水率26は下表の通りである。 

 

表 13 無収水率（2011 年実績） 

  ドゥラバリ ガウラダ マンガドゥ 

無収水率 

(%) 

実績 58% 33% 21% 

計画比 n.a. n.a. n.a. 

出典：事後評価調査で収集されたデータより算出 

 

無収水率はマンガドゥを除き高い。しかし、ドゥラバリとガウラダでは総水生産量の 30%

を超えているが、無収水の発生原因が十分解明されてない。 

特にドゥラバリでは推定で 50%を超えており27、原因として、給・配水管からの漏水、

メーター不良のほか、浄水場内の漏水なども考えられる。しかし、取水と配水の流水計の

キャリブレーションが行われていないこと、浄水場内の他の流水量の記録がつけられてい

ない28ことなどから、原因の特定ができていない。ガウラダでは、配管の維持管理時の水

利用が増加したことや、メーターの不具合が原因として考えられる。 

無収水対策についての各 WUSC への聞き取りでは、無収水は財務面に影響があると回答

しており、3 浄水場は漏水対策として、住民から漏水の連絡があった際の修理と、配管つ

なぎ目からの漏水を防ぐ工事に着手している29。しかし、配管つなぎ目の漏水対策は配水

管を掘り出す作業があった場合に限られること、流水量が 0 を示すなど、明らかな不感水

道メーター以外に、不良メーターの確認作業は実施されていないなど、実施可能な作業は

限られており、無収水の削減の見通しは立っていない。これも、中長期的な財政の不安定

要素となり得ることから、漏水探知作業の徹底、不感メーターの特定と迅速な交換などが

必要である。 

 

3.5.4 運営・維持管理の状況 

事後評価時点に実施した施設・機材の視察において、本件の有効性に影響はないものの、

流水計の故障や一部のモニターパネルの表示やブザーが鳴らないなどの不具合があること

が確認された。それ以外の設備・機材の維持管理状況は、ドゥラバリを除きおおむね問題

はない。ドゥラバリについては緩速ろ過施設の維持管理、ろ過砂の洗浄頻度などの問題が

みられるほか、2011 年 12 月の現地調査時には施設内での約 0.5 リットル/分の漏水が確認

された。 

機材更新については、WUSC 委員によれば、パーツ類のうち地元で入手可能なものは

                                                   
26 年間の給水総量に対する、料金徴収票から計算した利用者の受水総量を差し引いた、利用者に届いて

いない水の割合。 
27 この無収水率は、次の 2011 年のデータから計算されている。給水量 2540 m3/日、料金徴収対象となっ

た水量 1076 m3/日、無収水量 1464 m3/日である。 
28

 2012 年 3 月頃に着任した新マネージャーにより、高架槽からの配水記録つけが開始されるなど、新た

な取り組みが始まったところである。 
29 聞き取りで確認できた対策の他、実施中の技術協力プロジェクトでは下記の無収水対策を指導してい

る。①配水管ルート巡回、空気弁・仕切弁の点検による漏水箇所の発見と修理、②家庭用水道メーターの

適正な設置と点検、③メーターに関する顧客の苦情対応・交換。 
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WSSDO などからの支援を得て調達しているが、ろ過砂や流量計などの一部のパーツは現

地で調達できない。さらに、ドゥラバリとガウラダの 2 つの浄水場では実質的には長期機

材更新計画や維持管理計画がない30など、予防的な保守の面で課題がある。 

 

以上により、本事業の維持管理は、体制や技術面に一部の問題があり、将来の財政的持

続性に若干の懸念があることから、本事業によって発現した効果の持続性は中程度である。 

 

4．結論及び提言・教訓 

4.1 結論 

本事業は、給水状況改善の緊急性が高い地方都市の 3 か所において、上水道施設の改善

により、安全な水の安定供給を受ける人口を増加させることを目的としたもので、ネパー

ルの開発政策と開発ニーズ、日本政府の援助政策とも合致し妥当性は高い。ほぼ計画通り

のアウトプットが達成されたものの、事業期間が延長されたことから、効率性は中程度で

ある。3 か所の浄水場の給水量、給水人口、水質は、計画をほぼ達成しており、また受益

者が給水サービスに満足していることから、安全な水の安定給水を受ける人口の増加とい

う本事業の目標は達成されたと評価され、有効性・インパクトは高い。ただし更なる事業

効果の拡大のため、一部に見られる給・配水管網拡張の遅れを改善するための更なる努力

が求められる。また、運営主体の WUSC は黒字経営ではあるものの、長期事業計画案にあ

る機材更新計画は財政的な裏付けが弱いなど経営面の課題があることや、WSSDO による

WUSC 向けの支援体制の構築は、現行の JICA の技術協力プロジェクトが支援しているも

のの短期的には難しいと理解されることから、持続性は中程度である。 

以上を勘案し、本事業の評価は高いといえる。 

 

4.2 提言 

4.2.1 実施機関、運営維持管理機関への提言 

(1) WSSDO の WUSC に対する支援体制の充実 

「3.5 持続性」で触れたように、JICA の現行の技術協力プロジェクトにより、WUSC 向

けの技術支援体制や支援の仕組みなどが構築される過程にある。このプロジェクトでどの

ような支援の仕組みが確立されるかはまだ明確ではないものの、WUSC 向けの技術指導の

量・質的な向上を図るため、まず WUSC の指導・教育を担当する WSSDO に経営面の指導

が可能な人材を育成し、経営面の指導力を強化する必要がある。また、現在 WSSDO に配

置されている人員はエンジニアが中心であるため、経営面の指導にあたる職員の配置など

の増員が必要である。 

 

(2) 各上水施設の配・給水管拡張 

「3.2 有効性」で述べたように配・給水管拡張の拡張を通じて、給水区域内のより多く

の人口が本件の便益を受けることが可能である。ドゥラバリにおいては、給水人口が計画

                                                   
30 長期事業計画案は技術協力プロジェクトにより作成され、その中に機材更新計画が含まれている。し

かし、実際にはその更新計画に見合う予算の積立てや、資金調達など財政的裏付けがなく、機材更新計画

として有効と言えない。 
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を達成していない理由に配・給水管拡張の遅れがある。ガウラダでは現状の有効性の達成

度は良好でだが、給水量が計画を下回った理由の一つに管網拡張が遅延していることが挙

げられており、今後の本事業の成果の持続性に悪影響が出る可能性がある。更に長期事業

計画案によれば、ガウラダとマンガドゥの 2 つの給水区域内の人口は増加傾向にあるため、

ガウラダでは事業効果を持続させ且つ人口増加に見合うよう、さらなる配・給水管拡張の

ための努力が求められる。 

 

(3) 水質検査機関による水質検査の実施、水質管理 

 「3.2 有効性」で述べたようにドゥラバリにおいては水質検査が実施されていないこと、

水質検査結果に基づき水質を改善する水質管理の意識が低いと見られる。給水における安

全な水の供給は重要な課題であることから、外部の水質検査機関による定期的検査を実施

するよう WSSDO が働きかけを行う必要がある。WSSDO からドゥラバリ WUSC の委員と

水質検査担当職員向けに水質管理の重要性についての理解の向上を図るとともに、検査実

施状況や結果のモニタリングを行い、必要であれば水質管理の技術指導を行うなどのフォ

ローアップが必要である。 

4.2.2 JICA への提言 

(1) 技術協力プロジェクトによる経営面の指導体制の強化 

「3.5 持続性」で述べたように、WUSC が今後施設を運営・維持管理していくためには、

経営面の強化が必須である。WUSC への能力強化支援は施設の維持管理技術のみならず財

務管理を含めること、プロジェクト期間中に WUSC に対して量・質的に十分な指導を提供

するには WUSC 向けの支援体制はプロジェクト開始当初から設置されているべきである。

現在実施中の JICA 技術協力プロジェクトにおいても、長期事業計画の策定支援を通じて

今後更に WUSC 向けに短期・中期的な経営面の指導内容31を強化すること、WSSDO 向け

にはモニタリングデータに基づき指導を強化することで本事業の効果と持続性を更に高め

ることが可能と思われる。 

4.3 教訓 

(1) 事業目標設定の適切性 

本事業の計画給水量目標は、未接続世帯への管網整備という、実施機関による自助努力

を前提として設定されていた。管網拡張のためには相応の設備投資が必要だが、当初計画

において資金調達に関する可能性が綿密に検証された事実は確認されなかった。事業目標

の設定において、実施機関による管網の拡張という、目標達成に大きな影響を及ぼす要因

が存在する場合、計画時の投資計画や資金調達計画の実現性を検証した上での事業スコー

プの再検討や、より慎重な目標設定を検討すべきであろう。 

 

 

 

                                                   
31 この他、WUSC の経営面の指導は具体的な事例を使った問題解決方法の討議や演習で行うなど、実践

的な内容が望ましい。 
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(2) 技術協力プロジェクトによる技術・経営面の指導 

WUSC の水道事業経営や技術面の知見は各 WUSC によって異なること、本事業の計画

当初は WSSDO による WUSC 向け経営面を含む技術支援が量、質ともに十分でなかったこ

とから、ADB や JICA など、外部からの手厚い支援が必要であったと考えられる。これら

の支援は事業実施後に実施されるようになったが、支援を事業実施と同時に行うなど、よ

り適切なタイミングで投入することで、より迅速な効果の発現が期待できたものと思われ

る。浄水施設のような技術・経営面両方の知識・技術が求められる事業への支援について

は、運営主体の能力に合わせた技術協力などの支援を、事業の計画段階で適切に組み合わ

せることも検討すべきであろう。 

 

以上  

 


